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生産手段生産部門における
主導産業部門形成の理論的,歴史的考察
藤田暁男
1．はしがき
資本制再生産の展開が，産業循環となってあらわれる過秘は既に多くの論
者による研究が進んでいる。しかし，資本制再生産の発展過秘と産業術造お
よびその基軸となる主導産業部門の形成，変化との関連についてはいまだ十
分な堀I)下げが行われていないように思われる。そのことの一つの大きな理
由は，この点にかかわる理論的考察（再生産論的分析）と歴史的考察（絲済
史的分析）の遊離にあるように思われる。
そこで，資本制再生産の理論的，歴史的帰結として，「大不況」，独,'iff
本主義形成，さらに帝国主義形成の基底的関係の考察を進めようとするとき，
その媒介環として，生産手段部門における主導産業部門の形成にかんする十
分な考察が不可欠であると考える。というのは，生産手段部門における主導
産業部門の形成に，資本制再生産の発展過職の帰結としての，そして同時に，
独占資本主義の出発点としての，「生産の集穣」，生産諸力の新たな発展が
（1）
凝結してあらわれるからであり，従って，それをめぐる経済構造の変容とし
ての独占資本主義，帝国主義分析へと進む独自の観点が開かれるように思え
るからである。本稿は，このような観点から，理論的考察と歴史的考察の接
点に焦点を当て，一つの問題提起を試みようとすもるものである。
2．再生産論と主導産業部門
産業構造や主導産業部門の理論的考察は，産業間の連関にかんする本質的
(1)このような論点が独占形成論においてどのような問題を持つかを追求したも
のに次の論稿がある。生川聡「独占形成論序説一『生産の集横と独占形成』
に関する諸見解の検討」経済学雑誌，第80巻第2号（1979年)。
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現l論である再生朧1論を』I&礎とせざるをえないが，このIMMを,+lj生産I論と現
実の産業間連|對および朧史的過II{との関係を必･慮しつつ検討してみよう。
再生産論を堆調とする産業術蝋I浦において，恐'|荒の後，不況から胆l復の柵
蝋上昇過f1i1における更新投盗，殊に新生産ﾉﾉ法による史新投盗，それに続く
新投壷の展開が，漿気浮揚力の出発点であることは多くの1諭肴のほぼ一致す
るところである。また，このことから，生産手段部門が不均等に発展し，上
昇過f1,1における主導‘性を展開する,II､(,さらにまた，この生産手段部門をlll分
割した生産手段用生産手段部門において，その,'.iXは一瞬期ll｣した形で明ll糸に
あらわれる点についても，大筋において共通の理解があるといえるであろう。
そこで，粧意を喚起したい問鼬は，産業部門の細分割を行う場合の現実的
条件或は歴史的条件である。上記のように，生産手段部門を生産手段用生産
手段部門と消YY手段用生産手段部門に細分割し，前肴における再生産の主導
性の展開を論じる場合，おのずから盗本主義社会の一定の発展聯度，従って
その生産諸力の一定の発展ｲll渡が前提されることになる。即ち，そのような
展開は，先発盗本主義|土|イギリスにおいても，安本主義形成期から確立期に
かけての主導産業部門である細工業のウェイトが低下し始め，鉄工業がそれ
と並んで主導産業部門として台頭し，さらにそれが鉄鋼業を中心とした重工
業の主導部門化として進展し始める,1860年代後半以降の歴史的条件を前提
とせざるをえない。生産手段用叱産手段部F'lが術環土井過秘で先述のような
（2）
主導性を発揮するのは,1869～73年の好況以降のことである。しかも，この
好況の崩壊である1873年の世界恐'|荒以降，イギリスを中心とする盗本主義諸
国は，ほぼ共通して周知の「大不況（1873～96年）」に入るのであり，その
後半には独Ili形成の動きが目立ってくる。従って，先述の生産手段用生産手
段部門の再生産における主導性の論理，およびその循蝋上昇過秘における主
導性の論理とそれに続く恐慌，不況の理論展開については，これらの現実的
状況との関係が問われざるをえないのである。
このような観点から注目すべき歴史的条件は，既に多くの歴史的考察が明
らかにしているように，「製鋼革命」を跳躍台とする鉄鋼業の飛躍的発展と
(2)拙柚「産業櫛造，産業循蝋の変容の歴史と論理一『大不況』の出現過秘を中
心に－」高木幸二郎細『再生産と産業循環』（ミネルヴァ書房1973年）233
～234頁。
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その主導部門化の進展である。鉄鋼業が生産手段用原材料部門であることは
云うまでもない。従って，この点をふまえた再生産の産業部門細分割のモデ
ルは，先述の生産手段用生産手段部門をさらに細分割した，生産手段用労働
手段部門と生産手段用原材料部門を含むものでなければならない。
問題を進めるに先だって，主導産業部門とは何かの定義を与えておかねば
ならないが，上述のような問題内容を持つだけに容易ではない。ここではと
りあえず次のように考えておきたい。資本制生産にとっての飛礎的使用価1直
を生産する産業部門において，一産業循環をこえる比較的長期にわたI),そ
の産業部門の生産物の価値と使用価値量の端加率が相対的に大きく，従って，
社会的部門構成或は産業構造の中でその部門のlliめる価値的ウェイトとその
拡大率が相対的に大きく，資本制再生産をリードするような産業部門を，主
導産業部門と考える。
再生産論的産業循環論において，上記のような再生産の細分割モデルを提
示し，現実接近への示唆を与える試みは少ないが，ここで注目したいのは，
（3）
井村喜代子氏と高木幸二郎氏の考察である。両氏の諭稲は示唆を含む多くの
論点を持つが，ここでは行諭にかかわる論点のみをとりあげるにとどめざる
をえない。
井村氏は,I部門の不変資本の流通の特殊性が「I部門の不均等的拡大」
にかかわる場合，】部門の総投下資本拡大率蓋-を重要視される｡即ち,I
部門の器が上昇すればするほどI部門の内部転態部分である不変資本I(c
+mc)の期加率は,I部門の消饗手段関連部分である可変資本と資本家消費
部分I(v+mv+mk)の蛸加率より高くなI),LII部門の関連部分の「均
衡」I(v+mv+mk)=II(c+mc)が維持される場合でも,I部門の不均
等的拡大が生じうる。というのは，［部門の帯の上昇は,蓄積率等の上
昇によるmkの減少に加えて，固定資本の拡大mFの拡大率を常に可変資本
の拡大mvの拡大率以上に高めるからである。それは，mvは可変資本vや
流動的不変資本rの拡大率αによって規定されるのに対し,mFは，固定資
本の価値移転部分fの拡大率αによってではなく，固定資本価値F=古を基
(3)井村喜代子『恐慌・産業循環の理論』（有斐閣1973年）
高木幸二郎『恐慌・再生産・貨幣制度』（大月書店1964年）所収「固定資
本の更新と恐慌の周期性」
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礎とする拡大率10αによって基本的には規定されるからである。
そして，これらの関係は,.I部門をI部門用の労働手段部門I(I)Fと原
材料部門I(I)R,II部門用の労働手段部門I(II)Fと原材料部門I(11)Rと
いう4つの部門に細分割すると,I(I)F部門とI(I)R部門を中心にあらわ
れる。つまりそれらの部門では，直接にはII部門への販売関係を持たず，ま
た，内部転態部分I(!)(f+r+mF+mr)をかかえ，従ってそこに「I部
門の不均等的拡大」」のいわば重層的構造をみることができるわけである。
さらに，これらの関係の進展は，価値移転総額fの琳加率が現物更新総紙
GFの増加率を上回る状態が「深化」していくに伴って,IF部門の他部門
に比しての拡大は一層助長されていく。かくして，井村氏においては，拡大
再生産の「物質的基礎」として，生産手段の中でも労働手段が基底的であり，
I部門の労働手段部門は他部門に比していわば先行的にウわれわれの用語で
（4）
云えば主導的に発展する部門と位置ずけられることになる。
そこで，われわれの関心は，鉄鋼業が主導産業部門として台頭してくると
いう歴史的過程をふまえた上での，生産手段用原材料部門つまりI(I)R部
門の動向である。産業循環の上昇過程の基底的モデルでもある拡大再生産の
展開においては，上記の井村氏の周到な展開が示すように,I部門の労働手
段部門の主導部門としての発展は明らかである。従って，そこでは原材料部
門がどれほど労働手段部門に追随して発展するかという問題接近をすること
になる。そしてまた，一循環をこえる長期の過程をとれば，殊に，恐’|荒・不
況過程という単純再生産を基底的モデルとするような過程では，また違った
様相を呈すると考えられるのである。
高木幸二郎氏の考察はそのような方向への分析の一つの示唆を含んでいる。
「拡大再生産における固定資本拡張の諸条件」の考察に際し，蓄積部分のみ
の表式分析を,I部門の労働手段部門IAと労働手段用原材料部門IRa,
消費手段用原材料部門IRkというI部門内3分割の表式において展開され
ている。この場合，固定的生産手段の供給は流動的生産手段に対して相対的
に大きな分量でなされざるをえないことが指摘され，「蓄積率（あるいは投
資率といってもよい）の部門間偏差によって均衡関係がもたらされる可能性
はある11として,蓄積部門の均衡表式が示される。その結果,井村氏と同じ
(4)井村喜代子前掲書第三章。
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ように,I部門の労働手段部門IAの拡大率が最も大きいことが明示される。
さらに，やや具体的状況設定のもとでなされる次のような展開に注目したい。
即ち，そのI部門の労働手段部門の拡大のための追加的固定資本の「供給が
今年度生産物からだけ行われるとみることは，この労働手段生産のための所
有素材が相当量にのぼるであろうということから考えても不合理であるから」
旧来設備の強度使用や遊休余剰設備の活用によってその供給がかなりの程度
行われ，従ってIA部門での労働手段投資が小さくてすむ場合が検討されて
いるのである。この場合労働手段部門IAの拡大率は上記の具体的状況がな
い場合より小さく，従って，労働手段用原材料部門IRaとIAの拡大率は
より接近してあらわれるのである。IAを労働手段用労働手段部門と消費手
段用労働手段部門に分割するならばさらにその拡大率は接近したものとなろ
う。また，上記の状況の表式展開ではIRaの固定資本所有拡張額が各部門
中鼓も膨大なものとなるのであl),これは「電力，鉄鋼業の基本建設にお
ける莫大な設備投資額を反映しえているものとみてもよい」と指摘されてい
る':)かくして,再生産表式分析の次元においても，旧来設備の強度使用や遊
休余剰設備の活用といった恐慌後の不況から回復へかけての状況の基底的モ
デルという設定のもとでは，生産手段用原材料部門の主導的拡大を含む様々
なヴァリエーションが展開されうることになろう。
以上のような論点について，再生産表式分析の詳しい考察をここで行う余裕
はないが，やや立入った考察をしてみたい。
そこで,I部門を4つに細分割し，説明の都合上，更新（単純再生産）部
分と蓄積部分の二つの部分に分けて各価値構成の関係を表式的に図示すると
以下のようになる。（記号の使い方は井村氏とほぼ同じである｡）
この関係図に示される価値構成部分の諸関係に依りつつ，生産手段用原材
料部門I】Rの主導部門化に関する問題を検討することにしよう。
1）まず，図示の諸関係において，資本の有機的構成が高度化すれば，
IIF,IIRが他の諸部門と比べて著しく拡大することは,v+mk,mv+
mk'の*II対的減少，それに依存するIIf+r+mF+mr,およびI'IFf+r
+mF+mr,II'Rf+r+mF+mrの相対的に小さいこと，それと対照的
?
??
。?
???????????????????????
I生産手段部門
生産手段用
労働手段部門IIF
生産手段用
原材料部門IIR
消費手段用
労働手段部門IIIF
消賀手段用
原材料部門IIIR
II消費手段部門11
更新（単純再生産）部分
＋
十
＋
＋
k＋
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蓄積部分
mvmk
mvmk
k
※f労働手段価仙移転部分r原材料部分v可変安本部分
mk,mk′壷本家個人消我部分mF労働手段祷破部分mr原材料縛械部分
mv可変安本蓄積部分
※|－」は供給量を示し，！.__.___._|は需要敵を示し，矢印はそれらの生産物の流れを示
している。枠のないものは部門内取引部分。
※更新（単純再生産）部分と蓄被部分は互いに関連し，交錯しうる関係にある。
※表式上の部門分割に照応すると考えられる具体的産業の代表例をI部門についてのみあ
げてお<｡IIF建設，工作機械，設備機械,IIR鉄鋼，汀炭，電力,IIIF産業機械，
農業機械,IIIR農産物,繊維I7)
なI'Ff+r+mF+mr,IIRf+r+mF+mrの増大を考えれば明らか
である。
2）資本の有機的構成が高度化しなくとも，井村氏が指摘されたように，
投資拡大率が増大すれば,mF部分の相対的増大によって,11Fは拡大する。
この状況に1）の状況が加われば一層拡大率は大となろう。
3）以上のような拡大再生産或はそれを基底的モデルとする好況，繁栄の
局面においては,IIFが主導性を形成するが,IIRはそれにぴったI)と追
随して拡大することに注目したい。即ち,IIFrごI'Rf,I'Fmr=
(7)再生産表式的な産業部門の細分割と具体的諸産業部門との関係づけについて
はなお未解決な点が少〈ない。生産手段用原材料部門にしても，いわゆる有機
的原料をどのように取り扱うべきか，また，運輸・通信関係，建設，農業など
の取り扱いなどについても，多くの問題が残されている。
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IIRmFはそのことを示している。
4）このような拡大再生産の過程においても，更新（単純再生産）部分の
f:rの価値比率は，前者が価値移転部分にすぎないところから，比較的長
期ではr部分が相対的に大きいと考えられる。井村氏の例示ではf:r=1
：3であり，高木氏は1：2とされている。従って，蓄積部分におけるmF
の拡大からIIFの拡大率は大きいとしても，更新部分では‐_-fは
rに対して相対的に小さいのであり，その結果，更新部分のI'FはI【Rの
ウェイトを下回るのである。
前図に沿して云えば，労働手段価値移転部分fに対する原材料部分の比率
をβとすれば,r=8fである。資本の有機的構成，剰余価値率を一定とす
れば,I[FrZI!RfはI'Ffのβ倍の大きさの価値量の流れであり，
I,Rrはさらにそのβ倍であり，そして,I,Rv+mk→IIIFr+I,,Rr
→IIrの流れはI'Fv+mk→I,,Ff+IIIRf→IIfの流れのβ倍になるわ
けである。従って，更新部分では,I'RはIIFのβ倍のウェイトを維持し
ていくことになろう。
このように，更新（単純再生産）部分においては,I'R部門が主導性を
形成すると考えることができよう。
5）以上のように考えてくると，蓄積部分におけるmFの増大に依存式る
I】Fの拡大率の増大という主導的拡大が，更新部分において原材料部分r
の大きさに依存するIIRの全体でのウェイトの主導的拡大を凌駕しうるた
めには,追加的労働手段mFの拡大率が相当に大きくなければならない?)し
かも，その蓄積部分は次年度に更新部分に繰り込まれるや，4）で述べた
I,Rの主導的拡大のメカニズムに組み込まれるのである。従って，更新投
資の比率が新投資よりいまだ大きい回復局面でも，むしろI【Rの主導的拡大
(8)この点は，例えば次のような簡単な関係からも考えうることであろう。
労働手段価値移転部分fに対する原材料部分rの比率をβ，労働手段価値を
F,労働手段価値移転率をd,追加労働手段拡大率をhとすれば,r==Bf,
F=df,Fh=mFであるから，
〒三器-mF従って,8>dhならば『>mF
B<dhならばr<mF
つまI),dとhが小さければ,mFはrよI)小さくなり，その主導的拡大要
因とはなI)えない。
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が支配的であると考えられる。
また，蓄積部分の欠落した更新（単純再生産）部分を蕪底的モデルとする
不況局面でも，4）で述べたようにI【Rの主導的拡大が不可避であろう。
6）さらに，高木氏が指摘されたような，旧来設備の強度使用と遊休設備
の活用という状況は，追加的労働手段mFの拡大には抑制的に作用するが，
原材料rの需要には抑制的ではないのである。また，次節で考察するように，
「製鋼革命」を頂点とする「第2次産業革命」の波の中で，労働手段の生産
能力は著るし〈向上し，生産量の増大と原材料消費は高水準であったが，そ
の労働手段投資f,mFの吸収しうる価値量（需要量）は相対的に小さくな
っていったと考えられる。つまり，先きの図で云えば,I!Rm>I!FIB
であり,I,Rif!<I!F回であったと考えられる。さらにまた，そのよう
な状況のもとで,注文生産が主要な形態であった労働手段部門I【Fは，大
量生産型の原材料部門IIRの拡大を凌駕しえなかったと考えられる。（こ
れらの点の詳しい表式的分析については，使用価値量を加えた表式分析の問
題意識を必要とするように思われる｡）
これらの点も，生産手段用原材料部門I【Rの主導部門化の要因と考える
ことができる。
7）さら．に，資本の有機的構成が全産業において高度化し，それに伴って
社会的部門構成（産業構造）の高度化が進み，従って全体として（一般的）
利潤率が低下していくなかで，特に投下総資本が大きくなる生産手段部門に
おいて相対的に大きい利潤率低下が進む場合，いまだ株式会社のような固定
資本投資を容易ならしめる条件が未成熟だとすれば，投下資本拡大率は減退
し,mFの拡大率は逓減することになろう。このような状況のもとでは，生産
手段用原材料部門I'Rの主導部門化が進むと考えられるのである。19世紀
第4．4半期の「大不況」はまさにこのような状況であったように思われる。
3．生産手段部門の発展と主導産業部門
ここでは，生産手段部門内の主導産業部門の形成にかんし，前節の再生産
論の枠組では十分に解明できないより具体的，歴史的過程の問題を考察しよ
う。その場合，生産手段用労働手段部門については機械工業を，生産手段用
原材料部門については鉄鋼業を，それぞれ代表的産業として取り扱うことに
する。とは云え,それらの産業の構造と発展過程は先進国においても国別の
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特色を持ち，経済史の分野ではむしろその点こそが強調される。ここでは，
それよりは抽象化されたよi)一般的な次元で，産業それ自体が持つ特色に焦
点を当てることが重要となる。
まず，労働手段部門一機械工業と原材料部門一鉄鋼業の生産諸力の構造上
の特色を考えてみよう。端的にいえば，機械工業は，今日でも多くみられる
ように，中小企業型，注文生産梨であるのに対し，鉄鋼業は大量生産型，見
込生産型である。このような違いが，生産手段部門の中でも後者を主導産業
部門として形成させることになるのである。
機械工業は需要の側の多様な使用価値的目的に強く拘束されざるをえない
産業である。その需要が消費手段部門用である場合その多様さのひろがI)は
極めて大きいが，ここで問題にしようとしている設備機械，工作機械のよう
な場合にも，画一的性格の強い原材料に比べて，使用価値的拘束ははるかに
顕著である。設備機械の多くは受注生産方式であi),特注品の小量生産とい
う性格から中小規模をむしろ適正規模とするものが多いのである。だから今
日でも，「機械工業は，欧米の先進工業国においても中小零細企業に支えら
（9）
れているのであり，それはこの産業の性質上きわめて当然のことなのであるJ
これらの点は19世紀後半の機械工業発展史上でも容易に確認しうることで
あるがl''さらに,その発展過程に内在する特色として次の点に注意すべきで
あろう。それは，上に述べたような使用価値的拘束を強く持つ機械工業が多
少とも量産体制をおし進めて発展しようとすれば，専門化，特殊化(spe-
(9)
⑩
富山和夫『現代産業論の櫛造』（新評論1973年）68～78頁。
次の数字が端的にその状況を示している。
イギリス金属加工業1870～1
全金属加工業
鉄工業
鉄船WI'l製造業
機械工業
釘・びょう
刃物・小道具等
その他
工場数
18，000
761
78
1，933
1，604
1,143
7，900
労働者数
622，000
166，700
44，500
163，600
13，200
24，600
75，400
平均
，34．5
21．9
570．5
85
8
21．5
9．5
J・Clapham,AnEconomicHistory
ofModernBritain,FreeTrade
andSteel,1850-1886.(Cambri-
dgeU.P.1963)p.117.
また，アメリカについては，永田啓恭『アメリカ鉄鋼業発達史序説』（日本
評論社1979年）384～388頁。
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cialization)をはからざるをえず，一層の多様化，分散化を免れず，従って
すぐに市場問題に直面せざるをえないというジレンマを持っていることであ
る。例えば，19世紀中葉specializationが比較的早く進んだイギリスでも
市場拡大の制約から中小規模にとどまるものが多く，発展のテンポも極めて
緩慢であり，ようやく20世紀にかかる時期に，市場条件を含む新たな需要側
の状況のもとでそれに対応する新たなspecializationシステムを形成しつつ，
（1）
本格的な大量生産の発展をとげることになるのである。つまI),需要側の新
産業の形成とそれに伴って要請された精確さに対応する規格化(standardi-
zation),互換化(interchange)を可能ならしめる技術革新が進むに従っ
て発展するのであり，この事態が，新興の企業と産業の発展が目立ってい
たアメリカで一歩先んじて進んだことについては既に多くの指摘がある!‘
また，このような状況は，機械工業の･中でも比較的一般性，汎用性を持ち，
母機(mothermachine)として機械を作る機械の中軸をなす工作機械(ma-
chinetool)についても，「母機の原則」が要求する精度の向上のために専
門化は免れなかったのであI),また，その技術向上の度合も経験の積み重ね
による改良を基調とするため漸進的であったIツ
このように，機械工業は，その資本制的生産諸力の構造としての特色から
して漸進的発展となることを免れないのである。
これに対して鉄鋼業は，大規棋大量生産を特色とする。鉄から鋼への技術
革命が素材の質的向上ばかI)でな<,大量生産による安価な原材料の供給を
可能にした革命であったことは周知のことである。その場合，熔鉱炉単位当
り生産量の増大が飛躍的であった点に大きな特色がある。もっとも，イギリ
スでは，生産力効果の大きい大量生産方式一鉄鋼一貫経営が普及せず，酸性
(11)S.B.Saul,''MarketandtheDevelopmentoftheMechanicalEnginee-
ringlndustriesinBritain,1860-1914",TheEconomicHistoryReview,
Vol・XX,NQ1,1967.pp、120～128.
R.Floud,TheBritishMachine-Toollndustry,1850-1914,(Cambri-
dgeU.P.1976)pp.5～15.p.59.
(12)S.B.Saul,"TheEngineeringlndustry",TheDevelopmentofBritish
IndustryandForeighnCompetitionl875-1914,ed・byD.H.Aldcroft,
(GeorgeAllenandUnwinl968)pp、209～210.
(13R.Floud.op.cit.p､4.富山和夫前掲書82～87頁。
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平炉型一多種適応性を持つ中捌鋼が支配的であり(ﾘ)アメリカ，ドイツより生
産能力,Al上の度合は低かったから,1890年代にはそれらに生産鼠が追越され
ることになる。にもかかわらずイギリスでも，年々生産能力のIAj上はめざま
しく，パドル法錬鉄に比べれば鋼の｢革命｣的増大は明らかである!！しかも
熔鉱炉数の増加は大きくないばかりか減少さえ示していくのであるが，生
産量は拡大傾向を示すのである。（第1表，第2表)。この熔鉱炉数と生産獄
16）
の対照的な推移はアメリカ，ドイツにおいても雑本的には同じである○だが，
これらの点について注意を要することは，熔鉱炉一推当|)の投安額が大きく
第1表イギリスの熔鉱炉の生産能力
年度
一基当週平均生産量
（トン）
嫁働炉数
遊休炉数
総熔鉱炉数
18551860186518701875188()1884
103126146173194263261
599582657664629567575
107290262259330357333
706872919923959924908
SecondReportoftheR℃yalCommissionAppointedtoinquireintothe
DepressionofTradeandlndustry、1886．AppendixA(1).Statementby
SirR.Bell．p.321.
なるにもかかわらず，生産量が増大するため，一定の操業度が維持されるな
らば固定費用は特に問題にならず，むしろ競争力を左右するのはコストの約
8割を占めるといわれる原材料と運送費および労賃であったという点である(り
(10高橋哲雄『イギリス鉄鋼独占の研究』（ミネルヴァ書房1967年）40～50頁。
(1，この点にかんする典拠は多いが，とりあえず,J.C.Carr,W.Taplin,
HistoryoftheBritishSteellndustry,(HarvardU.P.1962)p・127.
また，徳江和雄氏の次の指摘をあげておく。「操業炉1錐当り生産高でみる
と，銑鉄部門は1.7万トンで比較的大規模生産を達成したが，錬鉄は像か584
トンという極めて小さな生産規模であった。ここに，製銑過程に対する糒錬過
程の著しい立遅れが明白に示されている。これに対して，新たに蟹場した転炉
は，操業炉1基当たり2万トン（パドル炉の約36倍）の大規棋生産であったか
ら，精錬過程の陥路を一挙に克服し，製銑一製鋼の両過程を通ずる大量生産時
代をきりひらいたのである凶「第1次大戦前，イギリス転炉鋼部門の景気循環
過程における『生産の集積』と『独占形成』」土地制度史学，第59号，9頁。
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第2表イギリス鉄鋼，機械工業生産および熔鉱炉数の推移
炉数
900
800
700
600
500
400
300
C
指数
100 ,---.--7
／???
90
80
70
60
50
40
〆 、ノーー、 J
〆、〆〆
グ
ノ、￥一一〆
ダ
ノ
b グ
ノハー、シ″
〆
一一一
〆
一〆a
〆一一〆一つ一 1900＝100
1870187518801885 189018951900
溶製鋼生産指数B.R.Mitchell,AbstractofBritishHistorical
Statistics.(Cambr.idgeU.P.1962)pp.136～137より。
機械工業および関連産業生産高指数C.H.Feinstein,Nationallncome
ExpenditureandOutputoftheUnitedKingdom,
1855-1965.(CambridgeU.P.1972)pp.111～112より。
嫁働炉数IW.Pageed.,Commerceandlndustry,Statistica}
総炉数IAbstractfortheUnitedKingdom,1869-83.
(ConstableandCompany,1919)p.181より。
a
b
?
?
?‐．
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もっとも，この操業度の高水準の維持は，鉄鋼生産の拡大と共に困難になる
のであり，「大不況」－独占形成の重要な促進要因になるのであるが。
また，機械工業が循環上昇過程で企業数が激増し，下降過秘で激減すると
いう，諸産業の中でもとりわけ振巾の大きい動揺性を持つ点にも注意しなけ
ればならない。しかも,R・フラッドが論じているように，機械工業が需要
側の目的に拘束される度合が強い性質を持ちながら，量的にも需要に対す
る即応力が弱く，拡大する需要に対する供給の対応は比較的容易な参入とタ
イムラグによって攪乱され,不断の動揺は避けられないのであるIW)これから
の脱却の道はspecializationであるが，これとて前述したように，市場問題
の発展的な解決を見出しえず，産業の主導性をにぎることはできないのである。
これに対し，鉄鋼業の飛躍的な生産能力の拡大は，不況過秘におけるパド
ル錬鉄部門の脱落，倒産激蛸によって市場を与えられると共に，新式機械の
普及による需要拡大と見込み生産によって，趨勢としては生産拡大側|A1を維
持し，主導産業部門として定着していくことになるのである。
以上のような,機械工業と鉄鋼業との対照的な動ifilは，前節の表式的図示
に沿っての考察の6）におけるような，生産手段用原材料部門IⅡRの労働
手段投資f,mFの需要する価値量は相対的に小さ<,そこから生産手段用
労働手段部門IIFrにlfﾘけてはき出される供給量は相対的に大きいという関
係(I]R田>11FB,I!R[fi<I!FB)の，全てではないが，その
代表的事例とみることができるであろう。全てではないというのは，生産手
段用労働手段部門としての建設業，鉄鋼需要にとって決定的要因である鉄道
業，造船業，また独自の問題を形成するエネルギー産業，武器製造業などの
(10例えば，アメリカについては，永田啓恭前掲書370頁。
ドイツについては，山本幹夫「19世紀未『大不況期』の過剰資本と生産の集稚
一ドイツ石炭・鉄鋼業を事例として－｣立命館継済学，第24巻第3号,48～50頁。
(17)D.Burn,TheEconomicHistoryofSteelmakingl867-1939.(Cam-
bridgeU.P.1961)pp.96～97.
(18)R.Floud,op.cit.pp.61-64.
また，シュピートホフは，この時期のドイツについ､て，鉄消費の景気変動的
な動揺と鉄生産の継続的な拡大について論じている。A.Spiethoff,Artikel
''Krisen"(Handerw6rterbuchderStaatswissenschaften,4,Aufl.Bd.6.
1925)SS.35～36.『景気理論』望月敬之訳96～97頁。
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明確な位置づけの問題が残されているからである。にもかかわらず，鉄鋼業
と機械工業の対照的動向は，生産手段部門の核となる産業である生産手段用
原材料部門と労働手段部門における不均等発展の基本的性格を浮き彫りにし，
前者の主導産業部門化の必然性と，その主導産業部門自体が持つ資本制的生
産諸力の発展に内在する「矛盾」と云われているものの内容を，基本的な点
で明らかにしていると云えるであろう。
4．むすび
以上述べてきたような，生産手段部門における生産手段用原材料部門の主
導産業部門としての拡大と労働手段部門との発展程度のギヤ､ソプは，資本制
再生産の必然的な帰結であり，生産手段部門における大量生産体制の形成と
いう新たな資本制生産諸力の発展段階の形成過程で必然的に起きる状況であ
る。しかも，そのような発展程度のギャップは，資本の有機的構成高度化の
社会的展開として，順次，消費手段用生産手段部門，消費手段部門へといわ
ば重層的なギヤ､ソプとしてあらわれ，そのギャップの構造は労働者階級の狭
隔な最終消費によって一層鋭い対立をはらみつつ再生産される。これらの広
い視角からの考察は「大不況」分析においてなされることになるが，「大不
況」－独占形成という問題の理論的，歴史的把握という観点からも，新たな
生産諸力の形成過程で生じる上述のギャップが，「大不況」の過程において，
その新たな生産諸力の発展自体に対しいわば権桔要因となる点が注意されね
ばならない。独占形成は，そのような桂桔要因に対する主導産業部門を基軸
とする経済構造の資本制的な対応の結果であるとみることもできよう。この
ような点から,以上の考察は，資本制再生産(産業資本主義の再生産）の新た
な生産諸力の形成過程を含む発展過程の考察であると共に，「大不況」－独
占形成分析のいわば起点を検出する作業という意味を持つものである。
（この論文は，経済理論学会第27回大会<19Z9年9月＞における報告の一
部に加筆したものである｡）
